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1926 : 6・1 0万歳事件、東洋拓殖会社・殖産銀行投弾銃撃事件、第2次共産党事件
1927 :間島共産党事件
1928 :治安維持法に死刑条項追加、第3次および第4次共産党事件
1929 :元山労働者ゼネスト、光州学生事件(退学処分682名)、火田民放逐事件
1930 :間島3 0蜂起(翌年にかけて検挙880名、死刑23名)、京城女子学生事件、端川
農民蜂起(3,000名余、死者16名)、定平農民抗日示威闘争(1,300名余)、釜山紡績
労働者ゼネスト(2,270名)、長豊炭鉱労働者蜂起(150名、検挙100名余)
1931 :浜原農民抗日示威闘争(2,000名余)、永興農民郡内警察署襲撃暴動、三捗農民暴動
(2,000名余)、第1次太労事件(検挙16名)
朝鮮侵略の国家責任 45
1932 :第2次太労事件(検挙500名余・拷問虐殺1名)、梁山農民抗日暴動(300名余)、城
津農民抗日闘争、嚢陽農民抗日闘争、共産党再建運動(検挙99名)、桜田門事件
(東京)、虹口公園投弾事件(上海)
1933 :第3次太労事件(検挙30名余・拷問虐殺1名)
1934:地下組織「コム・グループ」検挙(500名)
1935 :東北人民革命軍東興鎮襲撃
1936 :明川農民蜂起(38年まで) (検挙1,379名)、関東軍「治安粛正計画」実施(39年ま
で)
1937 :修養同友会事件(検挙150名、獄死2名)、第1次恵山大検挙事件(検挙222名・死
刑6名)、東北抗日連軍普天壁進攻
1938 :第2次恵山大検挙事件(検挙277名)、神社参拝拒否(45年まで) (投獄2,000名余・
殉死50余名)
1939 :関東軍「治安粛正工作」実施(41年まで)
1942 :朝鮮語学会事件(検挙33名、拷問獄死2名)
1944 :平壌師団第42部隊内秘密結社事件(逮捕70名余)、大邸第24部隊毒殺未遂事件
3 「未来志向論」の限界
前述の国会質疑における政府委員の「有効論」一辺倒とはやや趣を異にする「政府見解」
が出始めているのも事実である。すなわち、同委員会での渡辺外相(当時)の答弁は、質
問者の本岡昭次議員の「条約無効論」に一定の理解を示しつつも、今日の日韓条約を基盤
として「今後より一層の日韓友好を進めていく」 (前掲「参議院予算委員会会議録」 262頁)
ことが最良の方法だというものであり、また、宮沢首相(当時)の答弁も日韓条約を両国
の「ぎりぎりの妥協」 (同上265貢)と評価した上で、 「日韓併合以来の1965年までの歴史
というものは決して我々にとって誇りにできるものではない。このようなことは二度と繰
り返すまいというのが国民の決心」 (同上)であるから、政府も日韓の「友好親善」に努
力を惜しまないというものである。この見解は、 「日韓併合条約は対等の立場で、また自
由意志で締結したもの」と断定した日韓条約締結当時の佐藤首相の国会答弁(1965年11月
2日、衆議院日韓特別委員会)とは歴史認識において微妙な差異があるといってよい。こ
れがいわゆる「未来志向論」である。確かに、 「旧条約有効論」の立場を崩してはいない
が、さりとて論理と自信のほころびは覆い難く、この際、 「未来志向」の見地に立って過
去を水に流してはしいと韓国側に妥協を求めているのである。反省の言葉も交え、一見前
進のようにみえるが、被害者を説得する論理としてはあまりにも加害者に都合のよい言い
分である。歴史認識のあいまいさは旧態依然としており、政治的な一時凌ぎにはなりえて
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も、韓国の国民世論を納得させることは不可能である。 「未来志向」にも本物と見せかけ
のものとがある。本岡議員は、 「日本の朝鮮半島植民地支配が道徳に反する行為であり、
国際法上違法であったというこのことを認める勇気のない限り、日本が韓国に対して道徳
的に対等の立場に立って新しい日韓関係を築くことができないのではないか」 (同上265貢)
と見せかけの「未来志向」を批判したが、歴史をあいまいにせず、違法を遵法と潔く認め
ることなしには和解と友好をめざす真の「未来志向」とはなりえないのである。日本国民
自身が歴史認識のあいまいさを払拭し、政府の不当な見解の修正を求めることが是非とも
必要である。歴史を偽り続けることはできない。
第5誠実な謝罪と個人補償の責務
韓国では現在、国民世論を受けて日韓条約見直しの論議が与野党を超えて高まっている。
それは、 「韓国の与野党国会議員25人が17日、 1965年に締結した日韓基本条約を破棄し、
日本の植民地支配などを明記した新たな日韓条約締結を求める決議を国会で採択するよう
に上申する建議書を黄堵周・国会議長に提出した」 (朝日新聞1995年7月18日)ことにによっ
て明らかである。この「建議書」は、新条約において「日韓併合が当初から無効であると
明記する」 (同上)ことをも要求しているのであるが、推進議員の一人は「日韓基本条約
は、日本が太平洋戦争を引き起こした戦争責任と、朝鮮半島を不法かっ強圧的に植民地化
し、残忍なやり方で支配した責任をきちんと問わないまま、免罪符を与えた屈辱外交の見
本。日本の過去の罪悪を清算する根拠となってきた」 (同上)と「建議」の理由を説明し
ている。政府間では時局的に複雑な利害がからむだけに政治日程にのぼる時期は予測し難
いが、韓国政府にしても日本の無責任・無反省な「戦後処理」のあり方に不快感を抱いて
いることは容易に察せられる。歴史認識に関する閣僚の暴言や教科書問題をめぐって外交
上険悪な事態に陥ったことも度々である。日韓条約を締結した責任はむろん韓国政府にも
あり、外交上困難な問題をはらむが、 「併合条約」の無効確認と侵略・加害の事実認識と
いう譲歩不可能な要求課題がいっまでも放置されることは韓国の国民世論が許さないであ
ろう。
日本の朝鮮侵略・植民地支配が虚偽と銃剣による不法・無効な「保護条約」および「併
合条約」によって開始されたこと、そのなかで言語を絶する無数の残虐行為が繰り返され
たことは否定できない歴史的事実である。日本政府および国民の歴史認識は、残念ながら
未だ不十分といわざるをえないが、一刻も早く謙虚に史実を受けとめ、加害責任の認識の
上に立って誠実に謝罪と個人補償を行うことが国家と国民に課せられた責務である。戦後
半世紀を経ようとも、その実現のみが韓国・朝鮮、ひいてはアジア諸国民の信頼を回復す
る唯一の道である。 (1997年6月16日受理)
